
今月のトピックス

◆職員の平均給料・給与月額

市職員の給与・職員数などを公表します

職員などの給与

※給料月額と毎月支払われる扶養手当などのすべての
　諸手当の合計額

※1 市長・副市長・教育長、議長・副議長・議員はいずれも給料または報酬を削減中（上表は削減後の額）
※2 令和6年4月1日現在の給料月額と支給率に基づき、１期（4年、教育長は3年）勤めた場合の見込額

「宝塚市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、市職員の給与や職員数などの概要をお知らせします。
問給与について　・・・給与労務課（☎77・2007F72・6032） 
職員数について・・・総務部総務課（☎77・2024F72・1419）

給与適正化の取り組み
　初任給の引き下げや係長級への管理職手当の廃止、55
歳以上職員の昇給停止など給与の適正化に取り組み、令和
6（2024）年度のラスパイレス指数（国家公務員の給料水準
を100とした場合の地方公務員の給料水準を示す指数）の
試算値は99.9となり、令和5（2023）年度の99.7に引き続
き100を下回りました。
　今後も引き続き社会情勢や財政状況を考慮しながら給与
の適正化に取り組み、人件費の抑制に努めていきます。

職員などの給与の仕組み
　市職員の給与は、給料と諸手当（地域、扶養、住居、通勤、期
末・勤勉手当など）で構成されています。
　これらは、生計費、国家公務員や他の地方公共団体の職員、
民間企業従事者の給与とのバランスなどを考慮して決まり、
市議会の議決を経て条例で定めています。
　一方、市長や議員などの特別職の報酬などは、学識経験
者や市内の公共的団体の代表者などで構成する「宝塚市特
別職報酬等審議会」で審議され、この答申に基づき市議会の
議決を経て条例で定められます。

※注釈のない数値はすべて令和6(2024)年4月1日現在

平均給料月額

平均給与月額※

平均年齢

初任給

経験年数10年給

経験年数20年給

経験年数30年給

給与費計（Ｄ）

103億7,274万円

1人当たり給与費（Ｄ/C）

679.2万円

市　長

副市長

教育長

議　長

副議長

議　員

一般行政職

314,673円

433,406円

41.8歳

173,200円

252,250円

272,700円

399,167円

200,500円

272,868円

356,422円

397,773円

－

－

－

358,767円

173,200円

260,480円

－

365,917円

965,100円

819,400円

720,100円

682,600円

613,300円

563,000円

18,529,920円

9,439,488円

4,666,248円

技能労務職

343,259円

438,573円

49.5歳

◆人件費

住民基本台帳人口
（年度末時点）

歳出額（A） 人件費※2（Ｂ） 人件費率（Ｂ/A）

22万8,308人 916億3,180万円 169億5,241万円 18.5%

◆職員給与費

※3 退職手当を除く

職員数（Ｃ）
給料 職員手当※3

給与費

期末・勤勉手当

1,527人 57億4,695万円 19億9,963万円 26億2,616万円

◆職員の初任給と経験年数・学歴別給料月額

高校卒 大学卒 中学卒 高校卒

技能労務職

◆特別職の給料・報酬など

給料(報酬)月額※1 期末手当
(令和5年度の支給割合)

退職手当

3.4月分

3.4月分 －

給料月額×在職月数×0.4

給料月額×在職月数×0.24

給料月額×在職月数×0.18

●決算から見る人件費と給与費（令和5年度普通会計※1決算）

一期の手当額※2 算定方法

詳細

一般行政職

※1普通会計とは、一般会計、特別会計など各会計で経理する事業の範囲
が自治体ごとに異なっているため、統一的な基準で整理して比較でき
るようにした統計上の会計区分です

※2給与のほか退職手当や年金、健康保険、災害補償費などの使用者負担
金や特別職に支給される給料、報酬などを含む
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TOPICS

◆各種手当と平均支給額

◆職員数の増減

職員手当

※その他の職員手当として、宿日直手当、休日勤務手当、管理職手当などがある

※定年前退職特例措置により2～30％加算

区分

扶養手当

内容（月額）

配偶者      6,500円（次長級3,500円、部長級はなし）
子　　    10,000円
扶養家族　6,500円（次長級3,500円、部長級はなし）
16～22歳の特定期間の加算　5,000円

平均支給額（年額）

244,308円

通勤手当
交通機関の利用者
自動車の利用者
単車・自転車の利用者

限度額 55,000円
2,000円～36,600円
2,000円～24,500円

91,240円

特殊勤務手当
清掃作業等手当、災害対策業務従事手当、
消防夜間特殊勤務手当、消火等業務手当
など12種類

121,983円

地域手当 給料・扶養手当などの合計額15％ 595,040円

住居手当 借家など（限度額27,000円） 286,586円

定員管理（職員数）

区分

一般行政

教　　育

消　　防

小 　計

病 　 院

水 　 道

下 水 道

そ の 他

小 　 計

1,024

249

238

1,511

595

80

22

53

750

2,261

1,023

248

239

1,510

593

78

21

52

744

2,254

-1

-1

1

-1

-2

-2

-1

-1

-6

-7合計

職員数（一般職）

令和5年(Ａ) 令和6年(Ｂ)
増減数
（Ｂ－Ａ）

◆退職手当
区分

平均支給額

勤続20年

勤続25年

勤続35年

最高限度額

自己都合

244万１千円

19.6695月分

28.0395月分

39.7575月分

47.709月分

勧奨・定年

2,106万6千円

24.586875月分

33.27075月分

47.709月分

47.709月分

◆時間外勤務手当

支給総額

令和4年度

3億9,749万円

令和5年度

4億1,180万円

※職制上の段階、職務の級などで加算
※（ ）内は再任用職員の支給割合

◆期末・勤勉手当（令和5年度）
区分

期末手当

勤勉手当

支給割合

2.45月分（1.375月分）

2.05月分（0.975月分）

平均支給額

1,722,072円

広告内容に関する一切の責任は広告主に帰属します。広告掲載のお問い合わせは、株式会社ウィット（☎072・668・3275）へ。

（単位：人）
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　定員適正化計画に基づく取り組み
の結果、令和６年4月1日付の再任用
を含めた職員数は計画の見通しどお
りとなりました。類似団体23市と比
較し、人口1万人当たりの職員数は、
一般行政部門では10番目、普通会計
部門では15番目に少ない状況となっ
ています。今後も引き続き、定員の適
正化に努めます。

合計
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